
（平成２２年１２月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口厚生年金 事案 933 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 21 年 11 月１日に船員保険被保険者資格を喪失

した旨の届出及び 22 年６月 30 日に同資格を取得した旨の届出を社会保険

事務所（当時）に対し行ったことは認められないことから、Ａ株式会社

（現在は、株式会社Ｂ）における申立人の被保険者記録のうち、申立期間

に係る資格喪失日（昭和 21 年 11 月１日）及び資格取得日（昭和 22 年６

月 30 日）に係る記録を取り消すことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、150 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 21 年 11 月１日から 22 年６月 30 日まで 

    私は、昭和 21 年３月 27 日に入社し、54 年７月 17 日に定年退職する

までの期間においてＡ株式会社に継続して勤務していた。 

入社と同時に船員保険被保険者の資格を取得していないことについ

ては理解しているが、申立期間の前後を通してＡ株式会社が所有するＣ

丸に乗り込んでいたのに、申立期間の船員保険の被保険者期間が欠落し

ていることに納得できない。 

申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する船員手帳及び株式会社Ｂから提出された人事記録カー

ドなどから判断すると、申立人が申立期間においてＡ株式会社に継続して

勤務し、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、Ａ株式会社が作成した申立人に係る船員保険被保険者台帳による

と、申立人は昭和 21 年８月１日に船員保険被保険者の資格を取得した後、

54 年７月 18 日に資格を喪失するまでの期間において継続して当該事業所

に係る船員保険の被保険者であるとともに、21 年 11 月１日は資格喪失日



ではなく等級変更日として記載されていることが確認できる上、22 年６

月 30 日に資格を取得した旨の記載は確認できない。 

さらに、申立人に係る船員保険被保険者台帳（旧台帳）には、資格喪失

欄に「21.11.１」、資格取得欄に「22.６.30」と記載されている一方、Ａ

株式会社に係る船員保険被保険者名簿において、申立人の資格喪失欄及び

備考欄の両方に「21.11.１」の記載があるとともに、標準報酬等級欄の等

級が４等級から５等級に変更されていることが確認できるところ、複数の

同僚の備考欄にも等級変更日として「21.11.１」の記載があり、標準報酬

等級欄の等級が変更されていることが確認できるところ、オンライン記録

において、当該同僚の船員保険の被保険者期間は継続していることが確認

できることなどから判断すると、申立人の船員保険被保険者の資格喪失日

（昭和 21 年 11 月 1 日）に係る記録は、事務処理の誤りによって等級変更

日を資格喪失日として船員保険被保険者台帳に記録されたことがうかがえ

る。 

加えて、複数の同僚に係る記載内容から判断すると、書換え後と推認さ

れる、前述とは別のＡ株式会社に係る船員保険被保険者名簿において、申

立人に係る船員保険の被保険者記録は等級変更（昭和 22 年 12 月１日）の

記録から始まっており、当該被保険者名簿及び前述の被保険者名簿のいず

れにおいても申立人が昭和 22 年６月 30 日に船員保険被保険者資格を取得

したことを確認できる記載は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が、昭和 21 年 11 月１日に船員保

険被保険者資格を喪失した旨の届出及び 22 年６月 30 日に同資格を取得し

た旨の届出を事業主が社会保険事務所に対し行っていないことが認められ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

船員保険被保険者名簿及び当該事業所が作成した船員保険被保険者台帳の

昭和 21 年 11 月の記録から、150 円とすることが妥当である。 

 

 

 



山口厚生年金 事案 937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び④に係る船員保険料を各事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにお

ける資格取得日に係る記録を昭和 28 年３月 21 日、船舶所有者Ｂにおける

資格取得日に係る記録を 32 年７月 17 日にそれぞれ訂正し、申立期間①に

係る標準報酬月額を 4,000 円、申立期間④に係る標準報酬月額を 5,000 円

とすることが必要である。 

なお、各事業主が、申立人に係る申立期間①及び④の船員保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間⑤に係る船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ｃに

おける資格取得日に係る記録を昭和 33 年９月 30 日、資格喪失日に係る

記録を同年 11 月１日とし、申立期間⑤に係る標準報酬月額を 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間⑤の船員保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年３月 21 日から同年４月 25 日まで 

             ② 昭和 29 年７月 23 日から 30 年７月 20 日まで 

             ③ 昭和 30 年 10 月 10 日から 32 年２月 10 日ま

で 

             ④ 昭和 32 年７月 17 日から同年 11 月 15 日まで 

             ⑤ 昭和 33 年９月 30 日から同年 11 月１日まで 

申立期間①及び②について、私は、昭和 28 年３月 20 日にＤ学校を

卒業したので、その翌日から私の兄であるＡが所有するＥ丸に乗り込

み、30 年７月 20 日に当該船舶が沈没するまでの期間において、継続し

て乗船していたが、船員保険の被保険者記録は 28 年４月 25 日から 29

年７月 23 日までの期間とされている。 



また、申立期間③については、昭和 30 年 10 月 10 日から、私の兄で

あるＡが所有するＦ丸に乗り込み、32 年＊月＊日に当該船舶が沈没す

るまでの期間において乗船していたが、船員保険の被保険者期間とし

て記録されていない。 

さらに、申立期間④については、昭和 32 年７月 17 日からＢ所有の

Ｇ丸に乗り込んだが、船員保険被保険者資格の取得日は同年 11 月 15

日と記録されている。 

加えて、申立期間⑤については、Ｈ海運局Ｉ支局内にあった公共職

業安定所の紹介でＪ丸（船舶所有者不明）に乗り込み、Ｋ港からＬ港

までの航路に係る一航海で下船したが、船員保険の被保険者期間とし

て記録されていない。 

船員手帳は所持していないが、私が昭和 34 年ごろ又は 35 年ごろに

記入した乗船期間に係るメモを所有しているので、すべての申立期間

を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立人が所持している乗船期間を記

録したメモの記載内容から、Ｄ学校を卒業した昭和 28 年３月 20 日の翌

日からＡ所有のＥ丸に乗り込んだと申し立てているところ、Ｄ学校は、

「申立人が当中学校を卒業したのは昭和 28 年３月 20 日である。」と回

答していること、並びに申立人は同船舶への乗船経緯及び同船舶におけ

る業務内容を鮮明かつ具体的に記憶していることなどから判断すると、

申立人が申立期間①について同船舶に乗り込んでいたことが認められる。 

  また、Ａ所有のＥ丸に係る船員保険被保険者名簿から、船員保険の被

保険者記録が確認できるのは、申立人、船舶所有者である申立人の兄及

び申立人の兄の配偶者の３人であるところ、申立人以外の二人は既に死

亡しているため供述を得ることができないが、当該二人は同船舶が船員

保険の適用船舶となった昭和 28 年３月４日に被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は申立期間①について、事業主により船員保険料を給与から

控除されていたものと認められる。 

  また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の昭和 28 年４

月の船舶所有者Ａに係る船員保険被保険者名簿の記録から、4,000 円と

することが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、船舶所有者は既に死亡しており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを



得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間④について、申立人は、申立人が所持している乗船期間を記

録したメモの記載内容から、Ｂ所有のＧ丸に乗り込んでいたと申し立て

ているところ、申立人が記憶している同僚は同船舶に係る船員保険被保

険者名簿において、申立期間④当時、被保険者記録が確認できること、

並びに申立人は同船舶への乗船経緯及び同船舶の業務内容を鮮明及び具

体的に記憶していることなどから判断すると、申立人が申立期間④につ

いて同船舶に乗り込んでいたことが認められる。 

  また、前述の被保険者名簿から、申立期間④当時、被保険者記録が確

認できる複数の同僚は、「船員保険には乗船と同時に乗組員全員が加入

していた。」と供述している。 

  さらに、申立人及び複数の同僚の供述から判断すると、申立期間④当

時、Ｂ所有のＧ丸には約７人の船員が勤務していたことが推認できると

ころ、同船舶に係る船員保険被保険者名簿から確認できる当時の被保険

者数は７人であり、船員数と被保険者数がおおむね一致していることか

ら判断すると、同船舶では、当時ほぼすべての船員について船員保険に

加入させる取扱いとしていたことが推認できる。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は申立期間④について、事業主により船員保険料を給与から

控除されていたものと認められる。 

  また、申立期間④の標準報酬月額については、申立人の昭和 32 年 11

月の船舶所有者Ｂに係る船員保険被保険者名簿の記録から、5,000 円と

することが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、船舶所有者は既に死亡しており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、行ったとは認められない。 

  ３ 申立期間⑤について、申立人は、申立人が所持している乗船期間を記

録したメモの記載内容から、Ｊ丸（船舶所有者不明）に乗り込んだと申

し立てているところ、申立期間⑤当時の「日本船名録」（財団法人日本



海事協会発行）及び同僚の供述などから、Ｊ丸の船舶所有者がＣである

ことが確認でき、適用船舶所有者名簿において、Ｊ丸は申立期間⑤当時、

船員保険の適用船舶であったことが確認できる。 

    また、申立人は、Ｋ港からＬ港までの航路に係る一航海で下船したと

申し立てているところ、船舶所有者Ｃに係る船員保険被保険者名簿から、

申立期間⑤当時、被保険者記録が確認できる同僚は、「私は、申立人が

乗り込んだとするＪ丸のＫ港からＬ港までの航路に係る一航海に乗船す

る予定であったが、汽車に乗り遅れて乗船することができなかったので、

その一航海があったことを鮮明に記憶している。」と供述していること、

並びに申立人は同船舶への乗船経緯及び同船舶の業務内容を鮮明かつ具

体的に記憶していることから判断すると、申立人が申立期間⑤について

同船舶に乗り込んでいたことが認められる。 

    さらに、前述の被保険者名簿から、申立期間⑤当時、被保険者記録が

確認できる複数の同僚は、「船員保険には乗船と同時に乗組員全員が加

入していた。」と供述しているところ、前述の被保険者名簿から確認で

きる船員保険被保険者資格の取得日及び喪失日は、当該同僚が所持する

船員手帳における雇入れ及び雇止めの記録と符合していることが確認で

きる。 

    加えて、申立人及び複数の同僚の供述から判断すると、申立期間⑤当

時、船舶所有者Ｃ所有の船舶には約 14 人の船員が勤務していたことが

推認できるところ、同事業所に係る船員保険被保険者名簿から確認でき

る当時の被保険者数は 14 人であり、船員数と被保険者数がおおむね一

致していることから判断すると、同事業所では、当時ほぼすべての船員

について船員保険に加入させていた状況が推認できる。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は申立期間⑤について、事業主により船員保険料を給与から

控除されていたものと認められる。 

    また、申立期間⑤の標準報酬月額については、同僚の昭和 33 年９月

の船舶所有者Ｃに係る船員保険被保険者名簿の記録から、6,000 円とす

ることが妥当である。 

    なお、事業主が申立期間⑤に係る船員保険料を納付する義務を履行し

ていたか否かについては、船舶所有者は既に死亡しており確認すること

はできないが、船舶所有者Ｃ所有のＪ丸に係る船員保険被保険者名簿に

おいて被保険者記号番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る

社会保険事務所の記録が失われたことは考え難い上、申立人に係る被保

険者資格の取得届及び喪失届のいずれの機会においても社会保険事務所

が申立人に係る届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当

該社会保険事務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、



その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年９月及び同年 10

月に係る船員保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  ４ 一方、申立期間②について、申立人は、申立人が所持している乗船期

間を記録したメモの記載内容から、申立人がＡ所有のＥ丸に係る船員保

険被保険者資格を喪失したと記録されている昭和 29 年７月 23 日から同

船舶が沈没する 30 年７月 20 日までの期間についても継続して乗船して

いたと申し立てている。 

    しかし、Ｍ地方海難審判庁の裁決記録から、Ａ所有のＥ丸が沈没した

のは、昭和 29 年＊月＊日であることが確認できる上、適用船舶所有者

名簿から、同船舶は同日に船員保険の適用船舶ではなくなっていること

が確認できる。 

    また、船舶所有者Ａは既に死亡しており、申立人の船員保険料の控除

について確認できる供述を得ることができない。 

    このほか、申立期間②において船員保険に加入し、船舶所有者から船

員保険料を控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

  ５ 申立期間③について、申立人が所持している乗船期間を記録したメモ

の記載内容から、Ａ所有のＦ丸に乗り込んだと申し立てているところ、

申立人の弟が申立期間③に一緒に同船舶に乗り込んだ旨供述しているこ

と、並びに申立人は同船舶への乗船経緯及び同船舶の業務内容を鮮明か

つ具体的に記憶していることなどから判断すると、申立人が申立期間③

について同船舶に乗り込んでいたことが認められる。 

    しかし、適用船舶所有者名簿から、Ａ所有のＦ丸は船員保険の適用船

舶であったことを確認することができない。 

    また、船舶所有者Ａは既に死亡しており、申立人の船員保険料の控除

について確認できる供述を得ることができない。 

    このほか、申立期間③において船員保険に加入し、船舶所有者から船

員保険料を控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

  ６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間②及び③に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



山口厚生年金 事案 938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②及び③に係る船員保険料を各事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにお

ける資格取得日に係る記録を昭和 41 年４月９日、資格喪失日に係る記録

を同年８月１日、船舶所有者Ｂにおける資格取得日に係る記録を同年８月

20 日、資格喪失日に係る記録を同年 10 月１日にそれぞれ訂正し、申立期

間②及び③に係る標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、各事業主は、申立人に係る申立期間②及び③の船員保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月から同年８月まで 

             ② 昭和 41 年４月９日から同年８月１日まで 

             ③ 昭和 41 年８月 20 日から同年 10 月１日まで 

             ④ 昭和 50 年７月から同年８月まで 

申立期間①について、私は、中学校を卒業後、私の知人の紹介でＣ

市のＤ株式会社に同郷の同僚とともに勤務した。 

また、申立期間②については、昭和 41 年にＥ株式会社が募集してい

た業務に応募して、同郷の同僚とともにＦ市に行き、採用された翌日

から私はＡ所有のＧ丸に、同僚はＢ所有のＨ丸に乗り込んでＩ港及び

Ｊ港において砂利採取、運搬業務に従事した。私がＧ丸に乗り込んだ

時期から約１か月後に、私の兄もＧ丸に乗り込んできたので、私の兄

とはＧ丸で約３か月間において一緒に勤務した後、私は同年の盆の時

期前に下船した。 

さらに、申立期間③については、Ｇ丸を下船して盆の時期に帰省し

た後、盆の時期過ぎから同郷の同僚と入れ替わる形でＢ所有のＨ丸に

乗り込み、約１か月間において勤務した。 

加えて、申立期間④については、船舶所有者は不明だが、Ｋ湾でＬ

丸に乗り込み、砂利運搬の業務に従事し、ゴミの投棄なども行った記



憶がある。 

申立期間①については、厚生年金保険の被保険者期間として認め、

申立期間②、③及び④については、船員保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、船舶所有者の子及び複数の同僚は、申立人が申

立期間②においてＡ所有のＧ丸に乗り込んでいたと供述している上、申

立人は乗組員の氏名や出身地など乗船していなければ知り得ない事情を

記憶していることなどから判断すると、申立人が申立期間②についてＡ

所有のＧ丸へ乗り込み、勤務していたことが認められる。 

  また、船舶所有者は既に死亡しているものの、船舶所有者の子は、

「船員保険の手続は私の父が行っていた。父からは、父と私以外の乗組

員は、乗船と同時に船員保険に加入させていたと聞いている。」と供述

している。 

  さらに、申立人及び船舶所有者の子の供述から判断すると、申立期間

②当時、Ａ所有のＧ丸には、船舶所有者及び船舶所有者の子を除き約４

人の船員が勤務していたことが推認できるところ、同船舶に係る船員保

険被保険者名簿から確認できる当時の被保険者数は３人であり、船員数

と被保険者数がおおむね一致していることから判断すると、同船舶では、

当時、船舶所有者及び船舶所有者の子を除き、ほぼすべての船員につい

て船員保険に加入させる取扱いとしていたことが推認できる。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は申立期間②について、事業主により船員保険料を給与から

控除されていたものと認められる。 

  また、申立期間②の標準報酬月額については、同僚の船舶所有者Ａに

係る昭和 41 年４月の船員保険被保険者名簿の記録から、２万円とする

ことが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、船舶所有者は既に死亡しており確認することはできな

いが、船舶所有者Ａ所有のＧ丸に係る船員保険被保険者名簿において被

保険者記号番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険

事務所（当時）の記録が失われたことは考え難い上、申立人に係る被保

険者資格の取得届及び喪失届のいずれの機会においても社会保険事務所

が申立人に係る届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当

該社会保険事務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 41 年４月から同年７

月までの期間に係る船員保険料について納入の告知を行っておらず、事



業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

２ 申立期間③について、複数の同僚は、申立人が申立期間③においてＢ

所有のＨ丸に乗り込んでいたと供述している上、申立人は、同船舶への

乗船経緯を具体的に記憶していることから判断すると、申立人が申立期

間③についてＢ所有のＨ丸に乗り込んでいたことが認められる。 

  また、Ｂ所有のＨ丸に係る船員保険被保険者名簿から、申立期間③当

時、被保険者記録が確認できる複数の同僚は、「私の乗船期間と船員保

険の被保険者記録は一致しており、Ｈ丸では船員保険には乗船と同時に

乗組員全員が加入していた。」と供述している。 

  さらに、前述の被保険者名簿から被保険者記録が確認できる複数の同

僚の供述から判断すると、申立期間③当時、Ｂ所有のＨ丸には約５人の

船員が勤務していたことが推認できるところ、同船舶に係る船員保険被

保険者名簿から確認できる当時の被保険者数は４人であり、船員数と被

保険者数がおおむね一致していることから判断すると、同船舶では、当

時ほぼすべての船員について船員保険に加入させる取扱いとしていたこ

とが推認できる。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は申立期間③について、事業主により船員保険料を給与から

控除されていたものと認められる。 

  また、申立期間③の標準報酬月額については、同僚の船舶所有者Ｂに

係る昭和 41 年８月の船員保険被保険者名簿の記録から、２万円とする

ことが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、船舶所有者は既に死亡しており確認することはできな

いが、Ｂ所有のＨ丸に係る船員保険被保険者名簿において被保険者記号

番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記

録が失われたことは考え難い上、申立人に係る被保険者資格の取得届及

び喪失届のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る届出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ

資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 41 年８月及び同年９月に係る船員保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  ３ 一方、申立期間①について、申立人は、申立人の知人の紹介でＣ市の

Ｄ株式会社において、同郷のＭ氏とともに勤務したと申し立てている。 

    しかし、Ｄ株式会社の事業主の子及び複数の同僚は、「申立人を記憶

していない。」と供述しており、申立人が、申立期間①において同社に



勤務していたことを確認することができない。 

    また、Ｄ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申

立人が同社において一緒に勤務したとする同僚の氏名を確認することも

できない。 

    さらに、適用事業所原簿によると、Ｄ株式会社は既に厚生年金保険の

適用事業所ではなくなっており、当時の事業主も既に死亡していること

から、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び具体的な供述

が得られない。 

    加えて、申立人は、申立期間①のうち、昭和 38 年５月 13 日から同年

８月 20 日までの期間において、別の事業所に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる。 

    このほか、申立人の申立期間①における申立事業所での勤務実態、厚

生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  ４ 申立期間④について、申立人は、Ｌ丸に乗り込んでいたと申し立てて

いるところ、申立期間④当時の「日本船名録」（財団法人日本海事協会

発行）及び同僚の供述などから、Ｌ丸の船舶所有者がＮ氏であることが

確認でき、適用船舶所有者名簿において、Ｌ丸は申立期間④当時、船員

保険の適用船舶であったことが確認できる。 

    しかし、当時、Ｌ丸に乗り込んだとする複数の同僚は、「Ｌ丸は、Ｏ

株式会社がチャーターしていた船舶であり、当該船舶がＫ湾で砂利運搬

等の業務を行っていたのは昭和 40 年代のことである。」と供述してい

るところ、当該複数の同僚は、Ｏ株式会社に係る船員保険被保険者名簿

において、申立期間④における被保険者記録が確認できない一方、昭和

40 年代における被保険者記録が確認できる。 

    また、Ｏ株式会社に係る船員保険被保険者名簿から、被保険者記録が

確認できるＬ丸の船長は、「申立人を記憶している。Ｌ丸はＫ湾でゴミ

の投棄などを行ったこともあるが、当該業務に従事していたのは昭和

50 年よりも前のことである。」と供述しており、申立人がＬ丸に乗り

込み、勤務していたとする申立期間④とは時期が異なる。 

    さらに、国民年金被保険者台帳において、申立人は、申立期間④に国

民年金に加入し、国民年金保険料の全額申請免除期間と記録されている

ことについて、申立人から、「申請免除期間中は船舶には乗り込んでい

ない。」との供述が得られたことから判断すると、申立人が申立期間④



において申立船舶に乗り込んでいたことを推認することはできない。 

    このほか、申立期間④において船員保険に加入し、船舶所有者から船

員保険料を控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間④に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 635 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年５月から 44 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年５月から 44年 11月まで       

    私は、国民年金の任意加入ができることを知り、老後のことを考えて、

昭和 40 年５月にＡ市役所Ｂ支所で国民年金の任意加入の手続きをし、同

年５月から 44 年 11 月までの保険料を納付したが、年金事務所で年金記録

を確認したところ、申立期間の年金記録が無いとの回答を得た。 

    当時、Ａ市役所Ｂ支所は同市Ｃ町にあり、木造の古い建物で、真中に通

路があり、左側の一番奥で手続をした。 

長女を妊娠していた時期だったこと、及び赤い服を着て同支所に加入手

続に行ったことを鮮明に記憶している。 

保険料を納付した場所や納付金額などの記憶は定かで無く、領収書等も

所持していないが、申立期間の保険料を納付していることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「老後のことを考えて、昭和 40 年５月にＡ市役所Ｂ支所で国民

年金に任意加入の手続をした。」と供述しているが、申立人の国民年金手帳

記号番号は、申立人の前後の任意加入者の資格取得日から 44 年 12 月にＡ市

で払い出されたと推認できる上、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立期間は

国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付できない。 

また、申立人は、長女を妊娠していた時期だったこと、及び赤い服を着て

Ａ市役所Ｂ支所に国民年金の加入手続に行ったことを鮮明に記憶していると

しているが、加入手続に関する具体的な状況、申立期間に係る国民年金保険



料の納付場所及び納付金額等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



山口厚生年金 事案 934 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年４月５日から同年 10 月５日まで 

② 昭和 49 年 10 月５日から 50 年４月１日まで 

 私は、申立期間①については、Ａ学校に臨時的任用職員として、申

立期間②については、Ｂ学校に臨時的任用職員として勤務したが、両

申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

 給与支給明細書等は所持していないが、両申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＣ県教育委員会の人事異動通知書及び同委員会が発行

する履歴証明書により、申立人は、申立期間①については、Ａ学校に臨時

的任用職員として、申立期間②については、Ｂ学校に臨時的任用職員とし

て勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｃ県は、「臨時的任用職員の厚生年金保険加入手続は各教育事

務所が行っており、Ａ学校及びＢ学校については、Ｄ教育事務所が管轄で

あった。関係書類は保存年限を経過しているため保存されておらず、当時

の各教育事務所の厚生年金保険料控除の取り扱い等の詳細については不明

である。」としている上、両申立期間当時、Ａ学校及びＢ学校には申立人

と同様の採用区分である臨時的任用職員が勤務していなかったため、申立

人の両申立期間に係る厚生年金保険料の控除等に係る資料及び供述を得る

ことができない。 

また、Ｃ県は、「当時、各教育事務所における任用期間が２か月と１日

を超える臨時的任用職員の厚生年金保険への加入については、本人の希望

に任せており、対象者全員を加入させるようになったのは、昭和 60 年代に



入ってからである。」と供述しており、Ｃ県から提出された両申立期間当

時にＤ教育事務所管内の学校において臨時的任用職員であった者の名簿か

ら、勤務期間が２か月以内である者を除く 27 人について同教育事務所に係

る厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、記録が確認できた３人

を除く 24 人については被保険者記録が確認できないことから判断すると、

当時、同教育事務所においては、臨時的任用職員について、必ずしも厚生

年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、Ｄ教育事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立

人の名前は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



山口厚生年金 事案 935 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年１月から同年５月まで 

② 昭和 29 年６月から 30 年６月まで 

③ 昭和 61 年５月から同年 11 月まで 

申立期間①について、Ａ社Ｂ支店とＣ社の共同事業による工事におい

て、現場の見回り業務に従事しており、給与はＡ社から受け取っていた。 

申立期間②について、Ｄ事業所が実施した災害復旧工事に従事してお

り、給与は同事業所の出張所の職員から受け取っていた。 

申立期間③について、公共職業安定所の紹介で、Ｅ市にあるＦ社Ｇ

店にＨ職として勤務し、給与はＦ社本社から送付されていた。事業主

はＩ氏と記憶しているが、同僚の氏名については覚えていない。 

すべての申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ支店に勤務し、工事現場の見

回り業務に従事していたとしているが、適用事業所名簿により、Ａ社Ｂ

支店は厚生年金保険の適用事業所として確認することはできない上、申

立人が名前を挙げている同僚についても連絡先等が特定できないことか

ら、申立人の申立期間①における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除等を確認できない。 

  また、申立人は、Ａ社Ｂ支店と類似した名称の事業所に勤務していた

ことも考えられることから、Ｊ県及びＫ市において「Ａ社」という事業

所名を適用事業所名簿により抽出したところ、６事業所が確認できたが、



いずれの事業所も申立期間①後に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間①当時は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが

確認できる。 

  さらに、適用事業所名簿において、昭和 19 年６月 1 日に厚生年金保

険の適用事業所となっている株式会社Ｌは、「申立人は当社の職員とし

て確認できない。」と供述しており、株式会社Ｌ及び同事業所Ｍ支店に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①当時、申

立人の名前は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も見当たらない。 

  加えて、工事を請け負った下請け事業所について、Ｎ社、Ｏ株式会社、

Ｋ市Ｐ支所、Ｑ商工会議所に照会したが、いずれも当時の資料等が保存

されていないため不明であると回答しており、申立人が勤務した事業所、

勤務期間、厚生年金保険の加入状況等について確認できる資料及び供述

を得られない。 

２ 申立期間②について、申立人及び申立人が後任者として名前を挙げて

いる同僚の供述から判断すると、当時、Ｒ町において災害復旧工事を実

施していた事業所は、Ｓ事業所であることが確認できる。 

また、Ｓ事業所に係る健康保険被保険者名簿により、健康保険の被保

険者記録が確認でき、連絡先が判明した 10 人に照会したところ、８人

から回答があり、このうち二人が申立人を知っていると回答しているこ

とから判断すると、申立人は、勤務期間は特定できないものの、Ｓ事業

所が実施した災害復旧工事に従事していたと推認できる。 

しかしながら、Ｓ事業所に係る健康保険被保険者名簿により、同事務

所は、昭和 28 年 12 月１日から 30 年１月 15 日までの期間において健康

保険の適用事業所となっているが、厚生年金保険の適用がされていない

事業所であることが確認できるところ、オンライン記録により、当該被

保険者名簿において健康保険の被保険者記録が確認できる者の厚生年金

保険の被保険者記録を確認したところ、全員について、同事務所に係る

厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

また、申立人が後任者として名前を挙げている同僚は、「当時、Ｓ事

業所のＴ事務所には、Ｕ職等がいて、私は、Ｕ職として現場の見回り等

の業務に従事していたが、健康保険及び厚生年金保険には加入していな

かった。」と供述しているところ、オンライン記録から、当該同僚につ

いてＳ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できないことな

どから判断すると、当時、Ｓ事業所は、厚生年金保険の適用がされてい

ない事業所であり、健康保険についても必ずしも従業員全員を加入させ

ていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、Ｖ事務所は「Ｓ事業所に係る関連資料等は保存されていない

ため、当時の状況は不明である。」と回答していることから、申立人の



申立期間②における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保

険料の控除等を確認できない。 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｅ市にあるＦ社Ｇ店にＨ職として勤

務していたとしているところ、適用事業所名簿において、Ｆ社に係る厚

生年金保険の適用は同社本社である株式会社Ｗで行っていることが確認

できる。 

また、株式会社Ｗから提出された申立人が採用面接の際に提出したと

する履歴書（昭和 61 年４月５日付け）、及び面接状況の報告書（昭和

61 年４月８日付け）から判断すると、勤務期間は特定できないものの、

申立人は、株式会社Ｗが経営するＦ社Ｇ店に勤務していたと推認できる。 

  しかしながら、株式会社Ｗは、「申立期間③当時の人事記録及び賃金

台帳等の関連資料を既に廃棄しており、申立人の勤務期間、厚生年金保

険の加入状況及び厚生年金保険料の控除状況等については不明であ

る。」と供述している上、当時の事業主は既に死亡しており、申立人は

申立期間③当時の同僚の名前を覚えていないことから、申立人の申立期

間③における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の

控除等を確認できない。 

  また、株式会社Ｗに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間③当時、申立人の名前は確認できず、健康保険の整理番号に欠

番は見当たらない。 

  なお、申立人が、株式会社Ｗが経営するＦ社Ｇ店の採用面接の際に提

出した履歴書によると、申立人が申立期間①及び②において、各事業所

に勤務していたことをうかがえる記載は見当たらない。 

４ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない 



山口厚生年金 事案 936 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 18 年７月 20 日から 19 年５月まで 

私は、申立期間において、Ａ市でＢ株式会社（現在は、株式会社

Ｃ）が所有する汽船Ｄ丸（総トン数 13.88 トン、乗組員４人）に乗り

組み、港と船舶間の通船業務に従事していたので、当該期間について

船員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶及び同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間にお

いてＢ株式会社が所有する汽船Ｄ丸に乗り組んでいたことが推認できる。 

しかし、船舶所有者名簿において、「Ｂ」が確認できるところ、当該事

業所に係る船員保険被保険者名簿において、申立人の名前は見当たらず、

申立人が一緒に乗り組んでいたとして名前を挙げている同僚二人について

も船員保険の被保険者記録が確認できない上、適用船舶名の中に「Ｄ丸」

は見当たらない。 

また、前述の同僚の一人は「Ｄ丸は平水区域を航行する小さな連絡船だ

ったので、船員法の適用が無かった。」と述べ、もう一人も「Ｄ丸は約

14 トンで平水区域を航行する船舶だった。」と述べているところ、昭和

15 年３月１日施行の船員保険法において「船員法第１条ニ規定スル帝国

臣民タル船員ニシテ本法施行地に船籍港ヲ定ムル船舶ニ乗組ムモノハ船員

保険ノ被保険者トス」と規定されており、昭和 22 年９月１日改正前の船

員法第１条によると、船舶法第 20 条に規定する船舶（総トン数 20 トン未

満）又は平水区域を航行する船舶に乗り組む海員は船員に含まれないと規

定されていることから判断すると、申立人は、申立期間において船員保険

法に適用される船員ではなかったことがうかがえる。 



さらに、株式会社Ｃは、「当社の記録にＤ丸という船舶は無い。申立人

が勤務していたことを確認できない。」と回答しており、申立人に係る船

員保険の加入状況及び船員保険料の控除等について確認できる関連資料及

び供述を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、適用事業所名簿において、Ｂ株式会社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは、同社のＥ県に所在した事業所においては昭和 19 年６月

１日、同社のＦ県に所在した事業所においては 21 年 11 月１日であり、申

立期間当時、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

 



山口厚生年金 事案 939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 24 年６月 11 日から 26 年４月１日まで  

私は、昭和 24 年４月１日から 26 年４月１日までの期間において、

Ａ基地（Ｂ渉外労務管理事務所）で運転手として勤務したが、厚生年

金保険被保険者資格の喪失日が 24 年６月 11 日と記録されているので、

調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、Ｂ渉外労務管理事務所における厚生年金保険被保険者資格を

喪失した昭和 24 年６月 11 日以降の期間についても、継続して申立事業所

に勤務していたと申し立てている。 

  しかし、Ｂ渉外労務管理事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において被保険者記録が確認できる同僚から、申立人が申立期間につい

て同渉外労務管理事務所に勤務していたことを推認できる供述を得ること

はできない。 

  また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に、Ｂ渉外労務管

理事務所の被保険者資格喪失原因が「解雇」と記載されており、申立人は、

「米軍が撤収した際に、Ａ基地内の従業員が大量に解雇され、私を含めて

同僚の運転手も順次解雇となった。」と述べているところ、前述の被保険

者名簿から、被保険者記録が確認でき、旧台帳において同渉外労務管理事

務所の資格喪失原因が「解雇」と記載されている複数の同僚は、「昭和

24 年ごろ、米軍がＡ基地から撤収するのに伴い、同基地内で勤務する従

業員は大量に解雇された。」と供述している。 

  さらに、Ｃ県発行のＣ県史に、「進駐軍労務者の数は昭和 23 年８月ご

ろまでの時期は１万人を数えたこともあったが、24 年ごろになると著し



く減少した。」との記述があるところ、前述の被保険者名簿から、Ｂ渉外

労務管理事務所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 24 年４月１日

に被保険者資格を取得した 1,005 人のうち、申立人及び前述の同僚を含む

971 人が同年 11 月ごろまでの時期に被保険者資格を喪失しており、同年

中に被保険者数が著しく減少したことが確認できる。 

  加えて、申立期間において、前述の被保険者名簿に申立人の氏名は見当

たらず、健康保険の整理番号に欠番も認められないことから、申立人の記

録が欠落したとは考え難い。 

 このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

 



山口厚生年金 事案 940 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 34 年ごろから 35 年ごろまで 

私は、昭和 34 年秋から 35 年春ごろまでの期間について、Ａ株式会

社所有のＢ丸に乗り込み、同船舶の僚船であるＡ株式会社所有のＣ丸

とともにＤ海に出漁していた。Ｂ丸の船長はＥ氏であり、ほかにＦ氏

やＧ氏が乗り込んでいたと思う。 

また、私と同姓同名の船員が、同時期にＣ丸に乗り込んでいたので、

私の船員保険の被保険者記録が誤って記録されている可能性もあるので

はないかと思う。 

船員手帳は所持していないが、申立期間について、船員保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間にＡ株式会社所有のＢ丸に乗り込み、同船舶の僚船

である同社所有のＣ丸とともにＤ海に出漁していたと申し立てている。 

   しかし、申立人が記憶している同僚の供述から判断すると、申立人がＡ

株式会社所有のＢ丸に乗り込んでいたことはうかがえるものの、申立人は

船員手帳を所持していないことから、申立人が申立船舶に雇入れされてい

た時期を特定できない上、同社に係る船員保険被保険者名簿から、申立期

間当時、被保険者記録が確認でき、同社所有のＢ丸及びＣ丸に乗り込み、

Ｄ海に出漁したとする複数の同僚から、申立人が申立船舶に乗り込んでい

た期間を特定できる供述を得ることはできない。 

   また、Ａ株式会社は既に解散しており、事業主等の所在も不明であるた

め、申立人が申立期間において申立船舶に乗り込んでいたことが確認でき

る関連資料や供述を得ることもできない。 



   さらに、前述の複数の同僚の供述から名前が挙げられた申立期間当時の

Ａ株式会社所有のＢ丸の船長は、申立人が記憶している船長と相違してい

る。 

加えて、申立人は同社所有のＣ丸に申立人と同姓同名の船員が乗船して

いたと記憶しているが、前述の被保険者名簿に申立人以外に申立人と同姓

同名の被保険者は確認できない上、同被保険者名簿から申立期間当時の被

保険者記録が確認でき、Ｃ丸に乗り込んでいたとする複数の同僚から、申

立期間当時、申立人と同姓同名の船員が同船船舶に乗り込んでいたとの供

述を得ることもできない。 

   また、申立期間における前述の被保険者名簿に申立人の氏名は見当たら

ず、被保険者証記号番号に欠番も見られないことから、申立人の記録が欠

落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


